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２ 施策の体系 

本計画の推進にあたっては、県民活動をめぐる現状と課題を踏まえ、施策の方向性を３つに整

理し、重点的な取組について次のように行動計画を定めます。 

 

 

誰
も
が
あ
た
り
ま
え
の
よ
う
に
県
民
活
動
に
参
加
し
、

地
域
の
み
ん
な
の
力
で
未
来
を
切
り
開
く
千
葉
県

１ 県民活動への
理解や参加の
促進・定着

（１）県民活動の普及啓発の
推進

（２）県民活動の体験機会の
提供と定着の促進

（３）様々な県民活動で

活躍する人材づくり

２ 市民活動団体等
の基盤強化等の
支援

（１）市民活動団体等の組織
運営力等の向上支援

（２）中間支援組織の機能
強化支援

（３）民が民を支える仕組み
の普及・支援

３ 多様な主体による
連携・協働の促進

（１）地域コミュニティに
おける様々な主体の
連携・協働の推進

（２）市民活動団体等と
県・市町村との協働
の推進

≪施策の方向性≫ ≪行動計画≫ ＜施策の体系図＞ 

狙い：団体支援 

狙い：協働による地域づくり 

狙い：裾野の拡大 
     人材づくり 
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第５章 施策の方向性 

１ 目指す千葉県の姿 

前章までのとおり、前計画で掲げた目指す千葉県の姿の実現に向けては、取組の成果が表れ

ている面もある一方で、まだ多くの課題が残されています。そのため、県民活動をめぐる現状

と課題を踏まえながら、前計画のもとで推進してきた施策をさらに前進させていくことが必要

です。 
そこで、本計画の実施により目指す千葉県の姿は、前計画の基本的な考え方を継承しながら、

「千葉県総合計画～新しい千葉の時代を切り開く～」の基本理念※１を踏まえ、以下のとおりと

します。 

 

 

 

 

  県民活動への参加のあり方は、それぞれのライフステージやライフスタイル、また興味や課

題意識などに応じて様々です。災害時に被災者を支援する活動もあれば、語学や庭仕事、楽器

の演奏など、得意なことや好きなことを活かした活動もあります。応援する団体に寄附をする

ことも参加の一つの形です。 

また、県内には自然環境や地理的条件、歴史的経緯などによって、それぞれの地域ごとに異

なる特性や文化が育まれており、地域ごとに抱える課題や必要とされる活動、地域住民の地域

への関わり方なども異なっています。 

そうした中、誰もが自分らしい関わり方を見つけ、自分自身に合ったスタイルで、日常の中

であたりまえのように県民活動に参加するとともに、各種制度や分野の縦割りを超えて、多様

な主体が連携・協働することにより、共生・共助の精神により培われた持続可能な地域社会を

構築していくことが重要です。 

県民活動を推進することで、みんなの力を結集して、相互に支え合い、地域の活力を生み出

すとともに、新たな価値を創造し、豊かな未来を切り開いていくことのできる千葉県を目指し

ます。 

 

 

 

 

 

               

1 ～千葉の未来を切り開く～「まち」「海・緑」「ひと」がきらめく千葉の実現 

誰もがあたりまえのように県民活動に参加し、地域のみんなの力で未来を 

切り開く千葉県 
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２ 施策の体系 

本計画の推進にあたっては、県民活動をめぐる現状と課題を踏まえ、施策の方向性を３つに整

理し、重点的な取組について次のように行動計画を定めます。 
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理解や参加の
促進・定着

（１）県民活動の普及啓発の
推進

（２）県民活動の体験機会の
提供と定着の促進

（３）様々な県民活動で

活躍する人材づくり

２ 市民活動団体等
の基盤強化等の
支援

（１）市民活動団体等の組織
運営力等の向上支援

（２）中間支援組織の機能
強化支援

（３）民が民を支える仕組み
の普及・支援

３ 多様な主体による
連携・協働の促進

（１）地域コミュニティに
おける様々な主体の
連携・協働の推進

（２）市民活動団体等と
県・市町村との協働
の推進

≪施策の方向性≫ ≪行動計画≫ ＜施策の体系図＞ 

狙い：団体支援 

狙い：協働による地域づくり 

狙い：裾野の拡大 
     人材づくり 
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第５章 施策の方向性 

１ 目指す千葉県の姿 

前章までのとおり、前計画で掲げた目指す千葉県の姿の実現に向けては、取組の成果が表れ

ている面もある一方で、まだ多くの課題が残されています。そのため、県民活動をめぐる現状

と課題を踏まえながら、前計画のもとで推進してきた施策をさらに前進させていくことが必要

です。 
そこで、本計画の実施により目指す千葉県の姿は、前計画の基本的な考え方を継承しながら、

「千葉県総合計画～新しい千葉の時代を切り開く～」の基本理念※１を踏まえ、以下のとおりと

します。 

 

 

 

 

  県民活動への参加のあり方は、それぞれのライフステージやライフスタイル、また興味や課

題意識などに応じて様々です。災害時に被災者を支援する活動もあれば、語学や庭仕事、楽器

の演奏など、得意なことや好きなことを活かした活動もあります。応援する団体に寄附をする

ことも参加の一つの形です。 

また、県内には自然環境や地理的条件、歴史的経緯などによって、それぞれの地域ごとに異

なる特性や文化が育まれており、地域ごとに抱える課題や必要とされる活動、地域住民の地域

への関わり方なども異なっています。 

そうした中、誰もが自分らしい関わり方を見つけ、自分自身に合ったスタイルで、日常の中

であたりまえのように県民活動に参加するとともに、各種制度や分野の縦割りを超えて、多様

な主体が連携・協働することにより、共生・共助の精神により培われた持続可能な地域社会を

構築していくことが重要です。 

県民活動を推進することで、みんなの力を結集して、相互に支え合い、地域の活力を生み出

すとともに、新たな価値を創造し、豊かな未来を切り開いていくことのできる千葉県を目指し

ます。 

 

 

 

 

 

               

1 ～千葉の未来を切り開く～「まち」「海・緑」「ひと」がきらめく千葉の実現 

誰もがあたりまえのように県民活動に参加し、地域のみんなの力で未来を 

切り開く千葉県 
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「県民活動への理解や参加の促進・定着」の成果を表す指標 
目標項目 現状※１ 目標 

市民活動団体、ボランティア活動に関心が

ある人の割合 
４４．９％ 

（令和４年度） 
５５．０％ 

（令和７年度） 

ボランティア活動に参加したことがある

人の割合 
４４．２％ 

（令和４年度） 
５３．０％ 

（令和７年度） 

ボランティア活動に継続して参加してい

る人の割合※２ 

１２．７％ 
（令和４年度） 

２０．０％ 
（令和７年度） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
               

１ 第６３回県政に関する世論調査（令和４年度）より 
２ 県政に関する世論調査において「ボランティアとして活動したことがありますか」との設問に 

対し、「定期的に活動している」と「ときどき活動している」と回答した割合の合計値 
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県民活動に参加したことがある人は増えているものの、継続的な参加はまだ少ない状況であ

り、誰もがあたりまえのように県民活動に参加し、誰一人取り残さない、持続可能な地域社会の

実現に向けて、より多くの県民の主体的・自発的な参加を促す環境づくりが重要です。 
そこで、県民活動への関心を深め、理解促進を図るため、県民活動の普及啓発に取り組みま

す。 
また、その関心と理解の高まりが継続的な活動につながるよう、体験や活動の機会を提供する

とともに、ボランティアの受け入れに関して市民活動団体等への支援を行うなど、様々な取組に

より県民活動の裾野の拡大と活動への定着の促進を図ります。 
さらに、山積する地域課題に迅速に対応するためには、率先して活動し、地域において中心的

な役割を担うとともに、多様な主体を結びつけることのできる人材が大変重要であることから、

様々な県民活動で活躍する人材づくりに取り組みます。 
 

【行動計画】 
（１）県民活動の普及啓発の推進 

・各種広報媒体やＳＮＳを活用し、県民活動への理解や積極的な参加の促進に資する情報を発

信します。 

・ボランティア活動の基礎知識やＮＰＯ法人制度に関する説明会を要請に応じて実施します。 

（２）県民活動の体験機会の提供と定着の促進 

・ボランティア活動をしたい人とボランティアを必要とする団体をつなぐマッチングサイト

「ちばボランティアナビ」を運営し、ボランティア活動をしたい人に活動機会を提供します。 

・ボランティアの活動経験がない方でも活動に参加しやすいよう、市民活動団体等と協力し、

ボランティア体験会を開催します。 

・ボランティアが継続的に参加しやすい環境を整備するため、市民活動団体等を対象にボラン

ティア受け入れのための研修を行うなど、団体の支援を行います。 

（３）様々な県民活動で活躍する人材づくり 

・各種研修や講座の実施などを通じて、福祉や防災、子育て支援など様々な分野で活動するボ

ランティア等の育成・支援に取り組みます。 

 ・市民活動支援センターや民間中間支援組織、ボランティアセンターなどが情報交換を行うと

ともに、県民活動を促進するための研修会や交流会を実施します。 
 

 

施策の方向性１ 県民活動への理解や参加の促進・定着 
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「県民活動への理解や参加の促進・定着」の成果を表す指標 
目標項目 現状※１ 目標 

市民活動団体、ボランティア活動に関心が

ある人の割合 
４４．９％ 

（令和４年度） 
５５．０％ 

（令和７年度） 

ボランティア活動に参加したことがある

人の割合 
４４．２％ 

（令和４年度） 
５３．０％ 

（令和７年度） 

ボランティア活動に継続して参加してい

る人の割合※２ 

１２．７％ 
（令和４年度） 

２０．０％ 
（令和７年度） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
               

１ 第６３回県政に関する世論調査（令和４年度）より 
２ 県政に関する世論調査において「ボランティアとして活動したことがありますか」との設問に 

対し、「定期的に活動している」と「ときどき活動している」と回答した割合の合計値 
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県民活動に参加したことがある人は増えているものの、継続的な参加はまだ少ない状況であ

り、誰もがあたりまえのように県民活動に参加し、誰一人取り残さない、持続可能な地域社会の

実現に向けて、より多くの県民の主体的・自発的な参加を促す環境づくりが重要です。 
そこで、県民活動への関心を深め、理解促進を図るため、県民活動の普及啓発に取り組みま

す。 
また、その関心と理解の高まりが継続的な活動につながるよう、体験や活動の機会を提供する

とともに、ボランティアの受け入れに関して市民活動団体等への支援を行うなど、様々な取組に

より県民活動の裾野の拡大と活動への定着の促進を図ります。 
さらに、山積する地域課題に迅速に対応するためには、率先して活動し、地域において中心的

な役割を担うとともに、多様な主体を結びつけることのできる人材が大変重要であることから、

様々な県民活動で活躍する人材づくりに取り組みます。 
 

【行動計画】 
（１）県民活動の普及啓発の推進 

・各種広報媒体やＳＮＳを活用し、県民活動への理解や積極的な参加の促進に資する情報を発

信します。 

・ボランティア活動の基礎知識やＮＰＯ法人制度に関する説明会を要請に応じて実施します。 

（２）県民活動の体験機会の提供と定着の促進 

・ボランティア活動をしたい人とボランティアを必要とする団体をつなぐマッチングサイト

「ちばボランティアナビ」を運営し、ボランティア活動をしたい人に活動機会を提供します。 

・ボランティアの活動経験がない方でも活動に参加しやすいよう、市民活動団体等と協力し、

ボランティア体験会を開催します。 

・ボランティアが継続的に参加しやすい環境を整備するため、市民活動団体等を対象にボラン
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・各種研修や講座の実施などを通じて、福祉や防災、子育て支援など様々な分野で活動するボ

ランティア等の育成・支援に取り組みます。 

 ・市民活動支援センターや民間中間支援組織、ボランティアセンターなどが情報交換を行うと

ともに、県民活動を促進するための研修会や交流会を実施します。 
 

 

施策の方向性１ 県民活動への理解や参加の促進・定着 
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「市民活動団体等の基盤強化等の支援」の成果を表す指標 
目標項目 現状 目標 

市民活動団体の活動へ参加（活動・寄附・

支援）している人の割合 
２５．２％※１ 

（令和４年度） 
３７．０％ 

（令和７年度） 

寄附を受けたことがあるＮＰＯ法人の 

割合 
６４．７％※２ 

（令和４年度） 
７０．０％ 

（令和７年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
               

１ 第６３回県政に関する世論調査（令和４年度）より 

２ 令和４年度千葉県ＮＰＯ法人実態調査より 
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県民による主体的・自発的な地域課題の解決を促進するためには、市民活動団体等がその専門

性や先駆性、地域性などの特性を発揮し、安定的、継続的に活動していくことが重要です。その

ためには、団体における新たな人材の確保や資金調達など運営基盤の強化はもとより、中間支援

組織による支援体制のさらなる充実化が求められます。 

そこで、市民活動団体等の抱える人材面や資金面での課題の解決に必要な研修等を実施するな

ど、市民活動団体等の活動を支援するとともに、市民活動団体等と地域資源をつなぎ、ネットワ

ークづくりを行うなど、地域の課題解決力の向上を支えている中間支援組織について、各組織同

士の連携を強化し、情報交換やノウハウの共有を図るなど、その機能強化の支援に取り組みます。 

また、県民活動が継続、発展していくためには、県民活動を県民自らが支えるという視点が重

要であることから、寄附に対する意識の啓発や民間助成金の情報発信などを通じて、団体が持続

的に活動できる環境を整備します。 

 

【行動計画】 
（１）市民活動団体等の組織運営力等の向上支援 

・組織運営力や事業開発力、資金調達力など、市民活動団体等のマネジメント力を高めるための

研修を実施します。 

・ＩＣＴを活用した取組事例を学ぶ研修を実施するなど、団体の新たな事業展開を支援します。 

・ボランティア活動をしたい人とボランティアを必要とする団体をつなぐマッチングサイト「ち

ばボランティアナビ」を運営し、団体の人材確保の取組を支援します。 

・市民活動団体等を対象にボランティア受け入れのための研修を行うなど、団体の支援を行いま

す。 

（２）中間支援組織の機能強化支援 

・中間支援組織の支援機能の向上のため研修を行うほか、連携強化を図るため支援事例やノウハ

ウを共有するためのワークショップを実施します。 

・市民活動支援センターの機能強化や業務改善などに向け、専門的な知識や経験を有する人材を

アドバイザーとして派遣します。 

（３）民が民を支える仕組みの普及・支援 

・寄附月間等を活用するなど普及啓発を行い、県民の寄附に対する意識を高めます。 

・民間の助成情報を取りまとめ、ホームページやメールマガジンで周知します。 

・クラウドファンディングなど、新たな資金調達の仕組みについて研究し、市民活動団体等が活

用できるよう、情報提供を行います。 

施策の方向性２ 市民活動団体等の基盤強化等の支援 
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「市民活動団体等の基盤強化等の支援」の成果を表す指標 
目標項目 現状 目標 

市民活動団体の活動へ参加（活動・寄附・

支援）している人の割合 
２５．２％※１ 

（令和４年度） 
３７．０％ 

（令和７年度） 

寄附を受けたことがあるＮＰＯ法人の 

割合 
６４．７％※２ 

（令和４年度） 
７０．０％ 

（令和７年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
               

１ 第６３回県政に関する世論調査（令和４年度）より 

２ 令和４年度千葉県ＮＰＯ法人実態調査より 

36 
 

 

 

県民による主体的・自発的な地域課題の解決を促進するためには、市民活動団体等がその専門

性や先駆性、地域性などの特性を発揮し、安定的、継続的に活動していくことが重要です。その

ためには、団体における新たな人材の確保や資金調達など運営基盤の強化はもとより、中間支援

組織による支援体制のさらなる充実化が求められます。 

そこで、市民活動団体等の抱える人材面や資金面での課題の解決に必要な研修等を実施するな

ど、市民活動団体等の活動を支援するとともに、市民活動団体等と地域資源をつなぎ、ネットワ

ークづくりを行うなど、地域の課題解決力の向上を支えている中間支援組織について、各組織同

士の連携を強化し、情報交換やノウハウの共有を図るなど、その機能強化の支援に取り組みます。 

また、県民活動が継続、発展していくためには、県民活動を県民自らが支えるという視点が重

要であることから、寄附に対する意識の啓発や民間助成金の情報発信などを通じて、団体が持続

的に活動できる環境を整備します。 

 

【行動計画】 
（１）市民活動団体等の組織運営力等の向上支援 

・組織運営力や事業開発力、資金調達力など、市民活動団体等のマネジメント力を高めるための

研修を実施します。 

・ＩＣＴを活用した取組事例を学ぶ研修を実施するなど、団体の新たな事業展開を支援します。 

・ボランティア活動をしたい人とボランティアを必要とする団体をつなぐマッチングサイト「ち

ばボランティアナビ」を運営し、団体の人材確保の取組を支援します。 

・市民活動団体等を対象にボランティア受け入れのための研修を行うなど、団体の支援を行いま

す。 

（２）中間支援組織の機能強化支援 

・中間支援組織の支援機能の向上のため研修を行うほか、連携強化を図るため支援事例やノウハ

ウを共有するためのワークショップを実施します。 

・市民活動支援センターの機能強化や業務改善などに向け、専門的な知識や経験を有する人材を

アドバイザーとして派遣します。 

（３）民が民を支える仕組みの普及・支援 

・寄附月間等を活用するなど普及啓発を行い、県民の寄附に対する意識を高めます。 

・民間の助成情報を取りまとめ、ホームページやメールマガジンで周知します。 

・クラウドファンディングなど、新たな資金調達の仕組みについて研究し、市民活動団体等が活

用できるよう、情報提供を行います。 

施策の方向性２ 市民活動団体等の基盤強化等の支援 
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地域における課題は複雑化、多様化しており、それらの解決には、地域の様々な主体がそれぞ

れの特性や強みを活かして連携・協働することが効果的です。 
また、協働に当たっては、それぞれの主体が、地域の現状や特性を十分に把握した上で、課題

を共有し、共通認識を持ちながら、柔軟に課題を解決できる仕組みをつくることが重要です。 
そこで、市民活動団体、中間支援組織、地縁団体、社会福祉協議会、学校、企業、行政など

多様な主体が連携・協働して行う地域の課題解決に向けた取組や仕組みづくりの促進を図り、そ

の取組を支援します。 
また、行政においては、市民活動団体等との連携・協働により、地域課題の早期把握や施策

への反映などが期待できることから、県職員に対し協働に対する理解の促進を図るほか、県と市

町村との間で情報共有を行うなど市町村の取組を支援し、県全体として連携・協働の更なる推進

を図ります。 
 

 

【行動計画】 
（１）地域コミュニティにおける様々な主体の連携・協働の推進 

・様々な主体による連携・協働の理解を深め、各地域で連携・協働を推進する契機となるよう、

講演会や交流会、ワークショップ等を実施します。 

・連携・協働による優れた取組事例を表彰し、広く県民に周知します。 

・「ちばＳＤＧｓパートナー登録制度」を広く普及させ、登録企業・団体等の活動を発信するこ

となどにより、様々な主体による連携・協働の取組につなげます。 

（２）市民活動団体等と県・市町村との協働の推進 

・県職員に対し、市民活動団体等や協働に対する理解を促進することで、県と市民活動団体等と

の協働を推進します。 

・県と市町村、市町村と市町村との間での情報共有や、協働に関する専門的な知識や経験を有す

る人材をアドバイザーとして派遣するなど、市町村に対して県民活動に関する幅広い側面支援

を行うことで、市民活動団体との協働を推進します。 

 
 
 
 
 
 
 

施策の方向性３ 多様な主体による連携・協働の促進 
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となどにより、様々な主体による連携・協働の取組につなげます。 

（２）市民活動団体等と県・市町村との協働の推進 

・県職員に対し、市民活動団体等や協働に対する理解を促進することで、県と市民活動団体等と
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る人材をアドバイザーとして派遣するなど、市町村に対して県民活動に関する幅広い側面支援

を行うことで、市民活動団体との協働を推進します。 

 
 
 
 
 
 
 

施策の方向性３ 多様な主体による連携・協働の促進 
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「多様な主体による連携・協働の促進」の成果を表す指標 
目標項目 現状 目標 

地域の様々な主体と連携している市民活

動団体の割合 
６２．４％※１ 

（令和４年度） 
７２．０％ 

（令和７年度） 

県・市町村と市民活動団体との協働事業の

件数 
５６１件※２ 

（令和３年度） 
６５０件 

（令和７年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               

１ 令和４年度千葉県ＮＰＯ法人実態調査より 
２ 令和３年度千葉県ＮＰＯ・ボランティア関連事業一覧及び県内市町村ＮＰＯ・ボランティア関連 

事業一覧より（千葉市は独自集計のため、件数に含まれていません。） 
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